
おいては、船舶等を用いた住民の広域避難を想定した図
上訓練を実施します。
個々の訓練の実施日等については、今後、内閣官房及
び訓練実施都県から逐次発表されます（内閣官房の国民
保護ポータルサイト “http://www.kokuminhogo.
go.jp/” などでご確認ください。）。
なお、訓練の性質上、内容の詳細などについては非公
開とされる場合があります。
国民保護共同訓練は、平成17年度から実施されてお
り、平成21年度末には全都道府県において１回以上実
施済みとなっていますが、そのうち実動訓練が実施済み
なのは25年度実施予定の県を含めて29道府県となって
います。

毎年、国民保護法に基づ
き、国、地方公共団体、そ
の他関係機関及び地域住民
が一体となった共同の実動
訓練及び図上訓練（以下「国
民保護共同訓練」といいま
す。）を実施しているとこ
ろですが、平成25年度の実
施予定について、内閣官房
の報道発表に合わせて平成
25年５月21日に消防庁か
らも報道発表しました。
今年度は、12都県で実施
します。
訓練の実施時期及び詳細
については検討中ですが、
青森県においては、放射性
物質を含む爆破テロを想定
し、広域医療搬送を盛り込
んだ実動訓練を、熊本県に

国民保護に係る国と地方公共団体による共同訓練
の実施について

国民保護運用室

問合わせ先
　消防庁国民保護運用室　松田、長谷川
　TEL: 03-5253-7550

※　訓練の実施時期及び詳細については検討中。

平成25年度実施予定の国民保護共同訓練とその特徴

【実施予定件数】　

【特徴】

種別 実施都道府県
都道府県数
（訓練件数）

計

実動 青森県、新潟県、愛知県、
沖縄県

４県
（４訓練）

12都県
（12訓練）

図上
千葉県、東京都、富山県、
福井県、徳島県、香川県、
愛媛県、熊本県

８都県
（８訓練）

○青森県において、放射性物質を含む爆破テロを想定し、
広域医療搬送を盛り込んだ実動訓練を実施する。

○熊本県において、船舶等を用いた住民の広域避難を想定
した図上訓練を実施する。

国民保護共同訓練の実施状況
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